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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆
様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り
いたします。

第64期定時株主総会招集ご通知
（交付書面省略事項）

連結注記表

個別注記表

第64期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

美樹工業株式会社
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連結注記表

連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ４社
・連結子会社の名称 セキスイハイム山陽株式会社

株式会社リブライフ
三樹エンジニアリング株式会社
株式会社ヒョウ工務店

(2) 非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 株式会社エスデイ設計室
・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 １社
・持分法適用会社の名称 ハイデッキ株式会社
・持分法適用手続に関する特記事項

持分法適用会社の決算日は３月31日であります。連結計算書類の作成にあたって、９月30日現在で
実施した仮決算に基づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結決
算上必要な調整を行っております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 株式会社エスデイ設計室
・持分法の範囲から除いた理由

非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持
分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、セキスイハイム山陽株式会社、株式会社リブライフ及び株式会社ヒョウ工務店の決

算日は３月31日、三樹エンジニアリング株式会社の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたって、３月31日決算日の連結子会社については、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく計算書類を使用しております。

－ 1 －
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４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．棚卸資産

販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）を採用しております。

商品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

未成工事支出金 個別法による原価法を採用しております。
材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物　　　　５年～50年
機械・運搬具　　　　５年～17年
工具器具・備品　　　３年～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
また、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）による定額法に基づいております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

(3) 引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額
を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。

ニ．完成工事補償引当金 完成工事について無償で行う補修費用に備えるため、過去の一定期間
における実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。
また、特定物件については工事費の発生見込額を計上しております。

ホ．工事損失引当金 当連結会計年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、当該
損失見込額を計上しております。
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ヘ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末
要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっておりま
す。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（７年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま
す。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた
簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工事契約については、少額又は期間がごく短い工事を除き、履行義務
を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しており、履行
義務の充足に係る進捗度の見積りは原価比例法によっております。
なお、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合理的
に見積もることができないものの、発生費用の回収が見込まれる場合
は、原価回収基準により収益を認識しており、少額又は期間がごく短
い工事については、工事完了時に収益を認識しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っておりま
す。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理 控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理しておりま

す。
ロ．建設業のジョイントベンチャー（共同企業体）に係る会計処理

主として構成員の出資の割合に応じて資産、負債、収益及び費用を認
識する会計処理によっております。
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完成工事高 13,373,915千円

工事損失引当金 994千円

資産除去債務 704,484千円

（重要な会計上の見積りに関する注記）
１．一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識

(1) 連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
工事契約については、少額又は期間がごく短い工事を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間

にわたり収益を認識しており、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは原価比例法によっております。計
上にあたっては、工事収益総額及び工事原価総額を合理的に見積もる必要があります。

工事収益総額は、当事者間で合意された工事契約等に基づいております。工事原価総額は、過去の工事
の施工実績を基礎として、個々の案件に特有の状況を織り込んだ実行予算を使用しており、工事着手後の
状況の変化による作業内容の変更等を都度反映しておりますが、外注価格及び資機材価格の高騰、手直し
等による施工中の追加原価の発生など想定外の事象により工事原価総額が増加した場合は、将来の業績に
影響を及ぼす可能性があります。

２．工事損失引当金
(1) 連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事につい

て、将来の損失に備えるため、その損失見込み額を計上しております。損失見込み額の算定に際しては現
在入手可能な情報に基づいた施工条件によって工事原価総額を適時かつ適切に見積もっておりますが、将
来の損益は見積り金額と異なる場合があります。

3．資産除去債務
(1) 連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務及び住宅展示場のリース契約に基づくリース資産の処分義務等に

ついて、その費用見込み額を使用見込み期間に対応した割引率で割り引いた金額を資産除去債務として計
上しております。費用見込み額は、過去に発生した原状回復費用の実績額や除去サービスを行う業者等の
第三者からの情報等に基づいております。使用見込み期間は主に当該資産の耐用年数を基準に算定してお
り、割引率は当該期間における国債利回りを使用しております。

資産除去債務の履行時期を予測することや将来の最終的な除去費用を見積もることは不確実性が伴うた
め、翌連結会計年度に係る連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。
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繰延税金資産（純額） 471,957千円

4．繰延税金資産の回収可能性
(1) 連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより繰延税

金資産の回収可能性を判断し、来期以降の課税所得の見積額に基づいて繰延税金資産を算定しておりま
す。

このうち、将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、事業計画を基礎として見積もっており、当該事
業計画に含まれる将来の売上高の予測は不確実性を伴うため、その見積りの前提となる条件や仮定に変更
が生じた場合には、翌連結会計年度において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

（会計方針の変更に関する注記）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）、「包
括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日）及び「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）を当連結会計年度の期首から適
用しております。なお、当該変更による連結計算書類への影響はありません。

（重要な会計上の見積りの変更に関する注記）
資産除去債務の見積りの変更

当連結会計年度において、当社の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務
について、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用及び使用見込期間に関して見積りの変更を行いました。
この見積りの変更による増加額375,103千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。

なお、当該見積りの変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は
16,684千円減少しております。
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(1) 担保に供している資産 建 物 ・ 構 築 物 1,592,413千円
土 地 2,485,809千円

計 4,078,223千円
(2) 担保付債務 短 期 借 入 金 50,000千円

１年内返済予定長期借入金 860,004千円
長 期 借 入 金 358,036千円

計 1,268,040千円
２. 有形固定資産の減価償却累計額 7,022,139千円

ユニット住宅購入者が利用する住宅ローン 1,448,870千円

㈱エスデイ設計室 53,000千円

受取手形 1,730千円

当座貸越契約極度額 15,150,000千円
借入実行残高 5,520,000千円
差引額 9,630,000千円

5,881千円

（連結貸借対照表に関する注記）
１. 担保資産及び担保付債務

３. 保証債務
下記の債務に対して、保証を行っております。

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、保証を行っております。

４. 連結会計年度末日満期手形
連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満
期日に決済が行われたものとして処理しております。
当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

５. 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行13行と当座貸越契約を締結
しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

（連結損益計算書に関する注記）
　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損（洗替法による戻入額相
殺後の額）が売上原価に含まれております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,153,263株 －株 －株 1,153,263株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 60,302株 92株 －株 60,394株

・配当金の総額 109,296千円
・１株当たり配当金額 100円
・基準日 2024年12月31日
・効力発生日 2025年 3 月26日

・配当金の総額 163,939千円
・１株当たり配当金額 150円
・基準日 2025年 6 月30日
・効力発生日 2025年 8 月29日

・配当金の総額 218,573千円
・配当金の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 200円
・基準日 2025年12月31日
・効力発生日 2026年 3 月27日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の総数に関する事項

２．自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の数の増加92株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等
イ．2025年３月25日開催の第63期定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ．2025年７月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2026年３月26日開催予定の第64期定時株主総会決議による配当に関する事項

－ 7 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、経営計画に照らして必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。短

期的な運転資金については、銀行借入により調達しております。なお、デリバティブ取引は行っておりま
せん。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。
借入金及び社債は、営業取引に係る資金調達であり、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに
期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており
ます。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の
維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額276,796千円）は、投資有価証券には含めて
おりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形・完成工事未収入金等、工事未払金、未払
法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
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区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 投資有価証券 748,582 748,582 －
資産計 748,582 748,582 －

(1) 短期借入金 5,520,000 5,520,000 －
(2) 社債（１年内償還予定の社債含む） 300,000 300,000 －
(3) 長期借入金 4,715,409 4,706,595 △8,813

（１年内返済予定長期借入金含む）
(4) リース債務 140,828 139,326 △1,501

（１年内返済予定リース債務含む）
負債計 10,676,237 10,665,921 △10,315

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 748,582 － － 748,582

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

－ 9 －



2026/02/20 16:06:47 / 26332123_美樹工業株式会社_招集通知

連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

短期借入金 － 5,520,000 － 5,520,000

社債（１年内償還予定の社債含む） － 300,000 － 300,000
長期借入金
（１年内返済予定長期借入金含む） － 4,706,595 － 4,706,595
リース債務
（１年内返済予定リース債務含む） － 139,326 － 139,326

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
投資有価証券は全て上場株式及び投資信託であり相場価格を用いて評価しております。上場株式及び投

資信託は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
短期借入金

短期借入金は、市場金利を反映した時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
り、レベル２の時価に分類しております。

社債（１年内償還予定の社債含む）、長期借入金（１年内返済予定長期借入金含む）、リース債務（１年内
返済予定リース債務含む）

社債及び変動金利による長期借入金につきましては、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状
態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿
価額によっており、レベル２の時価に分類しております。

固定金利による長期借入金及びリース債務につきましては、元利金の合計額を同様の新規借入又はリー
ス取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類
しております。
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連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

賃貸等不動産 5,941,949千円 675,227千円 6,617,176千円 7,217,098千円

賃貸収益 賃貸費用 差額 その他(売却損益等)

賃貸等不動産 635,684千円 189,727千円 445,956千円 37,945千円

（賃貸等不動産に関する注記）
当社及び一部の連結子会社では、兵庫県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフ

ィスビルや賃貸住宅を所有しております。
これら賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであり

ます。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２. 賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸用不動産の取得（430,811千円）、
主な減少額は減価償却費によるものであります。

３. 当連結会計年度末の時価は、以下によっております。
主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件

については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて調整した金
額によっております。

また、賃貸等不動産に関する2025年12月期における損益は、次のとおりであります。

（注）賃貸等不動産のその他（売却損益等）のうち、主な利益は固定資産売却益（特別利益として37,945千
円）によるものであります。
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（単位：千円）

報告セグメント その他
（注） 合計

建設 住宅 計

売上高
一時点で移転される財又
はサービス 6,323,980 12,157,870 18,481,850 249,043 18,730,894

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス 13,202,880 171,034 13,373,915 － 13,373,915

顧客との契約から生じる
収益 19,526,860 12,328,905 31,855,766 249,043 32,104,809

その他の収益 3,045,773 1,001,118 4,046,891 － 4,046,891

外部顧客への売上高 22,572,634 13,330,023 35,902,657 249,043 36,151,700

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は次のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食事業であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
（１）履行義務に関する情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表（連結計
算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４．会計方針に関する事項（５）重要な
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（２）重要な支払条件に関する情報
約束された対価は履行義務の充足時点から通常短期のうちに支払いを受けており、対価の金額に重要な
金融要素は含まれておりません。
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（単位：千円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 1,796,813 1,154,163
契約資産 3,514,336 7,530,719
契約負債 1,943,761 2,051,564

１．１株当たり純資産額 15,761円30銭
２．１株当たり当期純利益 1,438円08銭

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

（１）顧客との契約から生じた債権、契約資産及び負債の残高

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,841,130千円で
あります。
（２）残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいて、長期にわたり収益が認識される契約を有するセグメントは、建設事業であり、
取引価格については、概ね２年以内に履行される見込みであります。また、顧客との契約から生じる対
価の中に取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
(2) その他有価証券
①市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

②市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用しております。
(2) 商品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
(3) 未成工事支出金 個別法による原価法を採用しております。
(4) 材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
３．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　５年～50年
機械及び装置　　　　　５年～17年
工具、器具及び備品　　３年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）による定額法に基づいております。

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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４．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計
上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。

(4) 完成工事補償引当金 完成工事について無償で行う補修費用に備えるため、過去の一定期間
における実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。
また、特定物件については工事費の発生見込額を計上しております。

(5) 工事損失引当金 当事業年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、か
つ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、当該損
失見込額を計上しております。

(6) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（７年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(7) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支
給額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工事契約については、少額又は期間がごく短い工事を除き、履行義務
を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しており、履行
義務の充足に係る進捗度の見積りは原価比例法によっております。
なお、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合理的
に見積もることができないものの、発生費用の回収が見込まれる場合
は、原価回収基準により収益を認識しており、少額又は期間がごく短
い工事については、工事完了時に収益を認識しております。
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完成工事高 12,017,003千円

工事損失引当金 －千円

資産除去債務 651,088千円

繰延税金資産（純額） 128,739千円

６．その他計算書類作成のための基本となる事項
(1) 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
(2) 消費税等の会計処理 控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております。
(3) 建設業のジョイントベンチャー（共同企業体）に係る会計処理

主として構成員の出資の割合に応じて資産、負債、収益及び費用を認
識する会計処理によっております。

（重要な会計上の見積りに関する注記）
１．一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（重要な会計上の見積りに関する注記）１．一定の期間にわたり履行義務を

充足する工事契約に関する収益認識　(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情
報」に記載した内容と同一であります。

２．工事損失引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（重要な会計上の見積りに関する注記）２．工事損失引当金　(2）識別した

項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。
3．資産除去債務
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（重要な会計上の見積りに関する注記）3．資産除去債務　(2）識別した項

目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。
4．繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（重要な会計上の見積りに関する注記）4．繰延税金資産の回収可能性　

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。
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個別注記表

(1) 担保に供している資産 建 物 1,393,804千円
構 築 物 17,415千円
土 地 580,174千円

計 1,991,394千円
(2) 担保付債務 １年内返済予定長期借入金 630,000千円

長 期 借 入 金 －千円
計 630,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,275,411千円

㈱エスデイ設計室 53,000千円
４．関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 11,950千円

短 期 金 銭 債 務 58,146千円

当座貸越契約極度額 11,100,000千円
借入実行残高 5,370,000千円
差引額 5,730,000千円

（会計方針の変更に関する注記）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）を当事

業年度の期首から適用しております。
なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りの変更に関する注記）
資産除去債務の見積りの変更
当事業年度において、当社の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につ
いて、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用及び使用見込期間に関して見積りの変更を行いました。
この見積りの変更による増加額375,103千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
なお、当該見積りの変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は16,684千円

減少しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．担保資産及び担保付債務

３．保証債務
関係会社の金融機関からの借入に対し、保証を行っております。

５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と当座貸越契約を締結しております。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。
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関係会社との取引高 営業取引による取引高
売上高 318,416千円
仕入高 221,664千円
販売費及び一般管理費 271千円
営業取引以外の取引高 15,290千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 60,302株 92株 －株 60,394株

（損益計算書に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の数の増加92株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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繰延税金資産
賞与引当金 41,974千円
棚卸資産評価減 1,014千円
未払事業税 28,201千円
完成工事補償引当金 1,559千円
未払事業所税 3,092千円
貸倒引当金 13,158千円
役員退職慰労引当金 32,089千円
退職給付引当金 79,647千円
固定資産評価損 273,490千円
ゴルフ会員権評価損 849千円
資産除去債務 204,897千円
その他 19,668千円

小計 699,643千円
評価性引当額 △291,694千円

合計 407,948千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △125,093千円
その他有価証券評価差額金 △154,116千円

合計 △279,209千円
繰延税金資産の純額 128,739千円

（税効果会計に関する注記）
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しております。

3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこ
とに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになり
ました。
これに伴い、2027年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産
及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は1,307千円
増加し、法人税等調整額が5,665千円、その他有価証券評価差額金が4,358千円、それぞれ減少しておりま
す。
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１．１株当たり純資産額 12,433円07銭
２．１株当たり当期純利益 1,147円25銭

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表（収益認識

に関する注記）」に記載した内容と同一であります。

（１株当たり情報に関する注記）
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